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【参考】区長業務における質疑回答集 

 

１ 地区要望等 

Ｑ１ 「地区要望」と「地区連絡・相談シート」は、同じような手続きに思えるが別

のものなのか？ 

Ａ１ 「地区連絡・相談シート」は、至急対応が必要な案件の報告や、市へ情報提供

及び問い合わせを行う際に提出していただくものになるため、地区要望とは別の

手続きになります。 

また、「生コン等材料支給要望調書」や「U 字溝等材料支給要望調書」なども同

様に別の手続きとなり、これらは全て地区要望の“１自治区３件までの取扱い”

とは別枠となっています。 

 

 

Ｑ２ 地区要望の“１自治区３件までの取扱い”には、前年度からの継続事業も含ま

れるのか？ 

Ａ２ 継続事業も含めて、“１自治区３件まで”でお願いしています。 

 

 

 

Ｑ３ 採択されなかった地区要望は、新年度に改めて出し直す必要があるのか？ 

 

Ａ３ 予算不足などの理由により、前年度に採択されなかった地区要望を再度提出さ

れた場合は、市で改めて採否を検討させていただきます。 

但し、「要望箇所が私有地になっている」「費用が上限を越える大規模工事であ

る」等の明らかに不採択になる内容については、別の要望に変更されることをお

勧めします。 

 

 

Ｑ４ 地区要望の“１自治区３件までの取扱い”について、大きな区と小さな区を同

等に扱うのはむしろ平等性に欠けるのではないか？ 

また、十分な予算の確保、若しくは件数・金額制限の見直しは出来ないのか？ 

Ａ４ 地区ごとに要望件数の上限に差をつける場合、面積や人口などの様々な条件を

総合的に勘案する必要があり、明確な基準を設けることが難しいため、一律に３

件までとさせていただいています。また、市の財政を考えると、件数や金額上限

の変更も難しい状況ですので、ご理解をお願いいたします。 
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Ｑ５ 「地区連絡・相談シート」は、どのような場合に使用するのか？ 

 

Ａ５ 至急対応が必要な案件の報告から、従来の地区集会等で市に寄せられていたご

意見・ご質問等について相談したい場合など、市への情報提供や問い合わせを行

う際には、「地区連絡・相談シート」をご活用ください。また、受付後は、現場確

認や市の方針決定等に時間を要する場合がありますので、予めご了承ください。 

 

 

Ｑ６ 各種要望書の様式は、市のホームページ等でダウンロードできるか？ 

 

Ａ６ 掛川市ホームページの次の場所からダウンロードが可能です。市ホームページ

のサイト内検索で「区長ノート様式集」や「自治区向け電子手続き」と入力し、

検索するとそれぞれのページが出てきます（区長ノート P107 を参照ください。） 

なお、紙媒体で様式が必要な場合には、区長ノートの P66～P70 をコピーしてい

ただくか、生涯学習協働推進課までお申し出ください。 

 

＜区長ノート様式集＞ 

自治区運営関係、要望制度等の様式を掲載しています。 

「https://www.city.kakegawa.shizuoka.jp/gyosei/docs/8083.html」 

＜自治区向け電子手続き＞ 

理事会を通じた市等からの依頼に対する回答・報告様式等を掲載しています。 

「https://www.city.kakegawa.shizuoka.jp/gyosei/docs/8741.html」 

 

 

２ 交通安全施設 

Ｑ７ 信号機（押しボタン式含む）の設置を要望したいが、すぐ設置してもらえるか？また、

以前から信号機の設置を要望しているが、何故まだ設置されないのか？ 

Ａ７ 信号機や横断歩道などの設置の決定は、県の公安委員会が管轄しています。自治区から

提出のあった要望は、市で現地調査を行い、市の意見を付けて掛川警察署へ進達しており、

県の公安委員会でも現地の交通量や人の利用量、周囲の状況などを調査した上で、設置の

可否が決定されています。 

現在、市内の信号機設置要望箇所は約 70 箇所あり、それぞれの交通状況を確認し、緊

急度をランク付けしたうえで全てを公安委員会へ提出していますが、毎年、市内で設置さ

れる数は１箇所程度であることから、新設は難しいのが現状です。 

なお、信号機設置の目的は「交通の安全と円滑を確保するため」であり、設置にあた

っては、道路形態、交通事故や渋滞の発生、車輌や歩行者等の交通量、歩行者の滞留場

所や信号機設置場所の確保等の要件全てを勘案して決定することとなっています。 
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Ｑ８ 横断歩道を設置して欲しい。 

 

Ａ８ 横断歩道の設置についても各区から多くの要望をいただいています。設置可否の判断

は、信号機の設置と同様の手順で行われ、市内では、年間に平均で４～５箇所が新設され

ています。設置の基準は、「ピーク時に１時間あたり 30 人以上の横断者があること」「隣

接の信号機又は横断歩道から 200ｍ以上離れていること」などとなっています。 

なお、最近では警察から自治会に対して、近くにある「利用者が少なく必要性が低い

横断歩道」の移設、または「廃止が可能な横断歩道」の情報提供や検討をお願いする場

合もあります。 

 

 

Ｑ９ 一時停止の規制をして欲しい。丁字路へ一時停止の規制をして欲しい。 

 

Ａ９ 一時停止についても、各区から多くの要望をいただいていますが、最近では年に５箇所

程度の新設に留まっており、信号機や横断歩道の設置と同様の手順で、必要性を検討し設

置が決定されています。 

また、団地内など「通行車の多くが地元住民である箇所」や「交通量が少ない箇所」は、

危険性が低いことから設置が困難であり、道路管理者による白線等の設置のみの対応とな

るケースもあります。 

なお、丁字路（三差路）交差点については、道路の主従関係が明確であることから、

県の公安委員会で原則、一時停止の新たな設置はしない方針となっており、同じく道路

管理者による白線等の設置のみが主な対応となります。 

 

 

Ｑ10 横断歩道や一時停止線が消えかかっているので、塗り直して欲しい。 

 

Ａ10 横断歩道や一時停止線が老朽化して消えかかっているものについても、要望があった箇

所は全てを調査し、市の意見を付けて掛川警察署へ進達しています。横断歩道や一時停止

線等の塗り直しについては県の警察本部が担当しており、県内全ての箇所を計画的に順次

実施していることから、実施までには期間がかかる場合もあります。 

なお、ほとんど消えかけている箇所に関しては、掛川警察署から県警本部へ優先的な

対応をお願いしてもらっております。 
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Ｑ11 時速 40ｋｍ規制の道路を、30ｋｍ規制に変更して欲しい。 

 

Ａ11 現在、全国の警察では「交通環境、交通状況の実態に沿った交通規制の見直し」を実

施しており、要望がある箇所を含めて県内全体の見直しが行われています。 

また、最高速度規制については事故防止のみでなく、円滑な交通の流れを作ることも

考慮して決定されているため、規制が合理的なものとなっているかを点検し、見直しす

ることとなります。 

速度規制についても信号機等と同様の手順で公安委員会が決定し、変更の基準は、急

カーブなどが連続する道路、住宅や商店などが連立し歩行者や自転車の通行が多く歩道

が未設置の道路、通学路になっていて幼保園や小学校等が沿線にある歩道が未設置の道

路など、交通環境と状況を検討し、指定することとなっています。 

 

 

３ 環境衛生 

Ｑ12 ごみ集積所設置補助金を申請する場合に、設置箇所数の上限等はあるか？ 

 

Ａ12 市では、各自治区に広く制度を利用してもらう観点から、一自治区の申請につき上限 10万

円までを優先的に受付しており、それ以上の申請については、予算の範囲内で別途協議の扱

いとさせていただいております。 

 

 

Ｑ13 現在でも旧の市指定ごみ袋を使っても良いか？（全市一斉青少年育成環境美化活

動以外でも使用できるのか？） 

Ａ13 各自治区で不正ごみの処理等を行う際には、旧指定のごみ袋を使用していただいて構

いません。なお、使用の際は、必ずごみ袋に許可シールを貼っていただけるようお願い

します。 

 

 

４ 防犯（「街頭防犯カメラ設置事業費補助金」） 

Ｑ14 ゴミの不法投棄を見張るために街頭防犯カメラを付けたいが、「街頭防犯カメラ設置事

業費補助金」の対象になるか？ 

Ａ14 この事業における補助対象は「通学路での犯罪防止を目的として、自治会等が通学路に

向けて特定の場所に継続的に設置し、撮影するビデオカメラ」となっているため、ゴミの

不法投棄や、特定施設の防犯のための監視カメラは対象外とさせていただいています。 

なお、不法投棄防止のために、環境政策課が「映像記録カメラ貸出事業(区長ノート

P88)」を行っていますので、ご参考としてください。 
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Ｑ15 街頭防犯カメラを取り扱っている業者を教えてほしい。カメラの価格も知りたい。 

 

Ａ15 取扱業者については、危機管理課にお問い合わせいただければ、把握している業者を

お伝えすることが可能です。カメラ等の価格に関しては、各取扱業者へ直接、お問い合

わせをお願いします。 

 

 

Ｑ16 中部電力（株）の街頭防犯サービスに「お手軽プラン」というものがあり、カメラの所

有が自治会ではなく電力会社となるが、それでも補助の対象になるか？ 

Ａ16 所有者が自治会でない場合はリース契約と同様の扱いになるため、補助の対象とする

ことはできません。 

 

 

Ｑ17 「街頭防犯カメラ設置計画書」を提出した場合、必ず補助金が交付されるのか？ 

 

Ａ17 毎年、予算の範囲内で設置費用を補助しております。 

選定にあたっては、市と自治区のヒアリングや、警察との協議により、必要度の高い場

所を選定させていただき、交付の優先順位を決定することになります。 

このため、地区からの要望通りに補助金が交付されないケースもありますので、ご承

知置きください。また、申請された防犯カメラの購入・設置については、必ず交付決定

後に行うようにお願いします。 

 

 

５ その他 

Ｑ18 自治会の世帯数について、同じ敷地に別々に住んでいる家族や、敷地は違うけど

近接して住んでいる家族などは、どのように扱えば良いか？ 

Ａ18 事務局としては「別の建物に住み、生計を一にしていないケース」は、別世帯

だと捉えています。しかし、実際の生活状況は当人たちでなければ分からないこ

とや、各自治区での定義等もあると思われるため、それぞれの実情に合わせた取

扱いをお願いします。 

 

 

Ｑ19 「歳末たすけあい募金」の納入方法が、社会福祉協議会の窓口への持参となって

いるが、わざわざ出向くのは大変なので、振込等の対応を考えてもらえないか？ 

Ａ19 ご連絡をいただいた自治区には、振込用紙を送付していますので、窓口への持

参が難しい場合は、社会福祉協議会へお申し出ください。 

 

 



6 

 

Ｑ20 配布された防災・自治活動用タブレット（ipad）の使い方やルールについて、ど

こに相談すればよいのか？ 

Ａ20 相談内容に応じて、下記担当にお問い合わせください。 

①タブレット全般に関すること。 

→生涯学習協働推進課 自治活動支援係【２１－１１２９】 

②防災に関すること。 

→危機管理課 防災対策係【２１－１１３１】 

 


